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表紙

　連結注記表及び個別注記表は、法令及び定款第15条の規定に基づき、書面交付請
求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載
を省略しております。当該事項は、電子提供措置事項として指定するインターネット
上の各ウェブサイトに掲載しております。

電子提供措置の開始日2026年３月４日

第46期定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）
連　結　注　記　表
個　別　注　記　表

第46期
（2025年１月１日から2025年12月31日まで）
株式会社ソルクシーズ
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連結注記表

連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⑴　連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
連結子会社の数………………………14社
連結子会社の名称……………………株式会社エフ・エフ・ソル

株式会社イー・アイ・ソル
株式会社インフィニットコンサルティング
株式会社ノイマン
株式会社エクスモーション
株式会社コアネクスト
株式会社アスウェア
アセアン・ドライビングスクール・ネットワーク合同会社
株式会社Fleekdrive
株式会社アリアドネ・インターナショナル・コンサルティング
株式会社eek
株式会社bubo
NEUMANN VIETNAM CO., LTD.
株式会社エフ
　また、当社は2025年８月21日開催の取締役会において、株式会
社アリアドネ・インターナショナル・コンサルティングを解散し、
特別清算の申し立てを行うことを決議しております。なお、同社は
現在清算手続き中であります。

⑵　持分法の適用に関する事項
持分法非適用関連会社の数　　１社
持分法非適用関連会社の名称

ＶＮＪ　Ｊｏｉｎｔ　Ｓｔｏｃｋ　Ｃｏｍｐａｎｙ
持分法を適用していない関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要
性がないため持分法の適用範囲から除外しております。
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⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
株式会社buboの決算日は10月末日、NEUMANN VIETNAM CO., LTD.の決算日は９月末日、その他の

12社の決算日は11月末日であり、連結決算日と異なっていますが、同日現在の計算書類を使用しておりま
す。なお、連結決算日との間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
その他有価証券
　市場価格のない株式等以外のもの………時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）
　なお、組込デリバティブを区分して測定することができ
ない複合金融商品は、全体を時価評価し、評価差額を営業
外損益に計上しております。

　市場価格のない株式等……………………移動平均法による原価法
　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への
出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみな
されるもの）については、組合契約に規定される決算報告
日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当
額を純額で取り込む方法によっております。

棚卸資産
商品・仕掛品…………………………………個別法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）

貯蔵品…………………………………………移動平均法による原価法

デリバティブ……………………………………時価法
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）…………2007年３月31日以前に取得したもの

　旧定率法
2007年４月１日以降に取得したもの
　定率法
　ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備
及び構築物については、定額法を採用しております。
　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規
定する方法と同一の基準によっております。

無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用のソフトウェア……………………社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法
市場販売目的のソフトウェア………………見込販売数量に基づく償却額と見込有効期間（３年）の残

存期間に基づく均等配分額のいずれか大きい額を計上する
方法

リース資産………………………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を
採用しております。

③　重要な引当金の計上基準
貸倒引当金………………………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権につい
ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し
ております。

賞与引当金………………………………………従業員及び役員の賞与の支出に備えて、支給見込額に基づ
き計上しております。

株式給付引当金…………………………………株式給付規程に基づく従業員への当社株式の給付に備える
ため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に
基づき計上しております。

役員退職慰労引当金……………………………役員の退職慰労金の支払いに充てるため、内規に基づく期
末要支給相当額を計上しております。
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④　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんについては、原則として発生日以降その効果が発現すると見積られる期間で均等償却しておりま
す。

⑤　重要な収益及び費用の計上基準
⑴　ソフトウェア開発事業

ソフトウェア開発事業では、主にソフトウェアの受託開発及びそれに付随する情報機器やライセンス
等の販売、保守サービス等の役務の提供を行っております。

ソフトウェアの受託開発は、開発の進捗によって履行義務が充足されるため、履行義務が充足するに
つれて一定の期間にわたり収益を認識する方法によっております。なお、ソフトウェアの受託開発の契
約のうち、進捗部分について進捗度を合理的に見積ることができる契約については、見積総原価に対す
る当連結会計年度末までの発生原価の割合によって算出した進捗度に基づき、一定の期間にわたり収益
を認識しております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、当該履
行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、履行義務の充足に係る進捗
度を合理的に見積ることができる時まで、一定の期間にわたり充足される履行義務について原価回収基
準により収益を認識しております。

情報機器やライセンス等の販売は、原則、商品を顧客へ引き渡し検収した時点で履行義務が充足され
るため、一時点で充足される履行義務と判断し収益を認識しております。

保守サービス等の役務提供は、契約期間に対する役務提供の経過期間や提供したサービスの工数や作
業時間等に応じて履行義務が充足されるため、一定の期間にわたり収益を認識する方法によっておりま
す。

⑵　コンサルティング事業
コンサルティング事業では、主に組込みソフトウェア開発、ＩＴ全般統制、システム企画、プロジェ

クト支援等のコンサルティングの役務提供を行っております。
コンサルティングの役務提供は、顧客との契約に基づいて、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を

認識しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した原価
が、予想される原価の合計に占める割合に基づいて行っております。

また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、発生する費用を回収するこ
とが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。
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⑶　ソリューション事業
ソリューション事業では、パッケージソフトの開発・販売、クラウドサービス等を通した課題解決サ

ービスの提供、組込・制御・計測関連分野におけるソフトウェア開発等を行っております。
パッケージソフトの販売は、原則、使用権を顧客へ引き渡し検収した時点で履行義務が充足されるた

め、一時点で充足される履行義務と判断し収益を認識しております。
クラウドサービス等を通した課題解決サービスの提供は、原則、当社のサービスを契約期間にわたっ

て顧客が利用可能であり、契約期間の経過に応じて履行義務が充足されるため、一定の期間にわたり収
益を認識する方法によっております。

パッケージソフトの開発や組込・制御・計測関連分野におけるソフトウェア開発等は、開発の進捗に
よって履行義務が充足されるため、履行義務が充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識する方
法によっております。なお、進捗部分について進捗度を合理的に見積ることができる契約については、
見積総原価に対する当連結会計年度末までの発生原価の割合によって算出した進捗度に基づき、一定の
期間にわたり収益を認識しております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることがで
きないが、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、履行義務
の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができる時まで、一定の期間にわたり充足される履行義務に
ついて原価回収基準により収益を認識しております。ただし、契約における取引開始日から完全に履行
義務を充足すると見込まれる期間がごく短い場合については一定の期間にわたり収益を認識せず、完全
に履行義務を充足した時点（顧客による検収がなされた時点）で収益を認識しております。

⑥　その他連結計算書類作成のための重要な事項
　　退職給付に係る負債の計上基準

ａ．退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、期間定額基準によっております。
ｂ．数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（７年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理し
ております。未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の
包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

ｃ．小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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２．会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準
第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計
基準適用指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし
書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響は
ありません。
　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算
書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首か
ら適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結
計算書類となっております。なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度の連結計算書類への影響はあ
りません。

３．会計上の見積りに関する注記
１．進捗度の見積りを伴い収益認識した金額

⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
当連結会計年度末時点で総原価の見積りに基づく進捗度により認識した売上高　　　 583,352千円

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、進捗部分について進捗度を合理的に見積ることができる契約については、見積総原価

に対する当連結会計年度末までの発生原価の割合によって算出した進捗度に基づき、一定の期間にわたり
収益を認識しております。

当該決算日における進捗度について、個別の契約ごとに信頼性をもった見積りを行うことが前提となっ
ておりますが、想定していなかった原価の発生等により当該見積りが変更された場合には、翌連結会計年
度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。
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建物及び構築物 ………………………………………………………………… 3,238千円
土地 ……………………………………………………………………………… 411,476千円

計 414,715千円

短期借入金 ……………………………………………………………………… 510,000千円
１年内返済予定の長期借入金 ………………………………………………… 163,500千円
長期借入金 ……………………………………………………………………… 501,100千円

計 1,174,600千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 ………………………………………………… 512,900千円

商品 ……………………………………………………………………………… 119,460千円
仕掛品 …………………………………………………………………………… 81千円
貯蔵品 …………………………………………………………………………… 556千円

２．繰延税金資産
⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産　　　　　　606,408千円
⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、繰延税金資産について、将来の利益計画に基づいた課税所得が十分に確保できること
や、回収可能性があると判断した将来減算一時差異について繰延税金資産を計上しております。繰延税金
資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、その見積りの前提とした条件や仮定に変更
が生じ、課税所得が減少した場合、繰延税金資産が減額され税金費用が計上される可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産は次のとおりであります。

　　担保付債務は次のとおりであります。

⑶　棚卸資産の内訳は次のとおりであります。
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当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発 行 済 株 式

普 通 株 式 （ 注 ） 26,820,594 － － 26,820,594

合 計 26,820,594 － － 26,820,594

自 己 株 式

普 通 株 式 ( 注 ) 2,485,932 4,300,080 18,400 6,767,612

合 計 2,485,932 4,300,080 18,400 6,767,612

決議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2025年３月27日
定時株主総会 普通株式 293,671 12.0 2024年12月31日 2025年３月28日

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加4,300,080株は、2025年６月25日の取締役会決議による増加
4,300,000株、単元未満株式の買取りによる増加80株であります。また、普通株式の自己株式の株式数
の減少18,400株は、株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）による給付によるものであります。なお、株式給付信
託（Ｊ-ＥＳＯＰ）が保有する当社株式119,600株は、上記自己株式に含めております。

⑵　配当に関する事項
①　配当金支払額

（注）2025年３月27日定時株主総会の決議による配当金の総額には、株式給付信託（J-ESOP）制度の信託財
産として、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金1,656千円が含
まれております。
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決議予定 株式の種類
配当金の

総額
(千円)

配当の原資
１株当たり

配当額
(円)

基準日 効力発生日

2026年３月26日
定時株主総会 普通株式 282,416 利益剰余金 14.0 2025年12月31日 2026年３月27日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（注）2026年３月26日定時株主総会の決議による配当金の総額には、株式給付信託（J-ESOP）制度の信託財
産として、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金1,674千円が含
まれております。

⑶　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数
（連結子会社）

株式会社ノイマン　　　　　　普通株式　309,000株

６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、設備投資計画に照らした長期資金及び短期的な運転資金を銀行借入により調達してお

ります。デリバティブは、資金を効率的に運用するため、デリバティブが組み込まれた複合金融商品を余
資の中で利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式及びデリバティブが組み込まれた複合金融商品

であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１か月以内の支払期日であります。
借入金及び社債は、主に短期的な運転資金や設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、資金調

達に係る流動性リスクを有しております。
③　金融商品に係るリスク管理体制
　イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、「与信管理規程」に沿ってリスクの低減を図っておりま
す｡

－ 9 －
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

⑴　投資有価証券（＊2） 739,774 739,774 －

資産計 739,774 739,774 －

⑴　社債
（１年内償還予定の社債を含む） 25,000 25,245 245

⑵　長期借入金
（１年内返済予定の長期借入金を含む） 1,049,410 1,075,681 26,271

負債計 1,074,410 1,100,927 26,517

デリバティブ取引 － － －

　ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
投資有価証券は、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引先企業と

の関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。デリバティブ取引の執行・管理体制について
は、取引権限を定めた社内規程に従い、資金担当部門が決裁権限者の承認を得て行っております。

　ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
資金担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リ

スクを管理しております。

⑵　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。

⑶　金融商品の時価等に関する事項
2025年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、市場価格がない株式等は「投資有価証券」に含めておりません。
（単位：千円）

（＊1）当連結会計年度（2025年12月31日）の「現金及び預金」、「電子記録債権」、「売掛金」、「支払手
形及び買掛金」、「短期借入金」は、現金であること及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近
似するものであることから、記載を省略しております。

（＊2）「投資有価証券」の時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取
引金融機関等から提示された価格によっております。また、デリバティブが組み込まれた複合金融商品
は、複合金融商品全体を時価評価し、投資有価証券の時価に含めて表示しております。
また、市場価格がない株式等は、「(1）投資有価証券」には含めておりません。当該金融商品の連結貸
借対照表計上額は以下のとおりであります。

－ 10 －
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（単位：千円）
区分 当連結会計年度

非上場株式 9,567

投資事業有限責任組合への出資 286,398

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 638,894 － － 638,894

債券 － 100,880 － 100,880

資産計 638,894 100,880 － 739,774

⑷　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

－ 11 －
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（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債
（１年内償還予定の社債を含む） － 25,245 － 25,245

長期借入金
（１年内返済予定の長期借入金を含む） － 1,075,681 － 1,075,681

負債計 － 1,100,927 － 1,100,927

②　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

株式及び債券は取引所の価格又は取引金融機関から提供された価格に基づいて算出しております。上場
株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社
が保有している債券は市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、そ
の時価をレベル２の時価に分類しております。
社債（１年内償還予定の社債を含む）

社債の時価は、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価
値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

長期借入金の時価は、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた
現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

－ 12 －
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（単位：千円）

ソフトウェア
開発事業

コンサルティング
事業

ソリューション
事業 計

売上高
顧客との契約から生じる収益 12,750,989 1,569,703 3,038,558 17,359,251
それ以外の収益 － － － －

外部顧客への売上高 12,750,989 1,569,703 3,038,558 17,359,251

７．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
当社グループにおける主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は、「１．

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　⑷会計方針に関する事項　⑤重要な収益
及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

－ 13 －
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（単位：千円）

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 2,343,606

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 2,368,626

契約資産(期首残高) 630,953

契約資産(期末残高) 563,991

契約負債(期首残高) 344,510

契約負債(期末残高) 383,451

⑶　顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会
計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び
時期に関する情報

①　契約資産及び契約負債の残高等

契約資産は、顧客との契約について期末日時点で履行義務を充足しているが未請求の履行義務に係る対
価に対する当社及び連結子会社の権利に関するものであります。契約資産は、対価に対する当社及び連結
子会社の権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。当該対価は、
個々の契約に定められた支払条件に従って請求し、受領しております。

契約負債は、主に、顧客から受け取った前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴
い取り崩されます。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、313,191千
円であります。契約資産の増減の主な理由は、収益認識（契約資産の増加）と顧客との契約から生じた債
権への振替（同、減少）により生じたものであります。また、契約負債の増減の主な理由は、顧客からの
前受金の受取（契約負債の増加）と収益認識（同、減少）により生じたものであります。なお、当連結会
計年度中の契約資産及び契約負債の残高の変動について重要な事項はありません。また、過去の期間に充
足（又は部分的に充足）した履行義務から、当連結会計年度中に認識した収益はありません。

－ 14 －
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⑴　１株当たり純資産額………………………………………………………………… 328円03銭
⑵　１株当たり当期純利益………………………………………………………………  37円89銭

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益（千円） 839,840
普 通 株 主 に 帰 属 し な い 金 額（千円） －
普 通 株 式 に 係 る 親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益（千円） 839,840
普 通 株 式 の 期 中 平 均 株 式 数（株） 22,166,416

②　残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、

当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。未充足（又は部分
的に未充足）の履行義務は、当連結会計年度末において331,229千円であります。当該履行義務は、ソフ
トウェア開発事業におけるソフトウェア受託開発の契約に関するものであり、期末日後１年以内に約
57％、残り約43％がその後２年以内に収益として認識されると見込んでおります。

８．１株当たり情報に関する注記

　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数については、株式給付信託（J-
ESOP）制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式を控除対
象の自己株式に含めて算定しております。なお、当該自己株式の期中平均株式数は126,758株でありま
す。

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

10．その他の注記
該当事項はありません。

－ 15 －
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式……………………移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの……………時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定）
　なお、組込デリバティブを区分して測定することができ
ない複合金融商品は、全体を時価評価し、評価差額を営業
外損益に計上しております。

市場価格のない株式等…………………………移動平均法による原価法
　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への
出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみな
されるもの）については、組合契約に規定される決算報告
日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当
額を純額で取り込む方法によっております。

棚卸資産
商品・仕掛品……………………………………個別法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）

貯蔵品……………………………………………移動平均法による原価法

デリバティブ………………………………………時価法

⑵　固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）……………2007年３月31日以前に取得したもの

　旧定率法
2007年４月１日以降に取得したもの
　定率法
　ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備
及び構築物については、定額法を採用しております。
　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規
定する方法と同一の基準によっております。

－ 16 －
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無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用のソフトウェア………………………社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法
のれん……………………………………………原則として発生日以降その効果が発現すると見積られる期

間で均等償却しております。

リース資産…………………………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を
採用しております。

⑶　引当金の計上基準
貸倒引当金…………………………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権につい
ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し
ております。

株式給付引当金……………………………………株式給付規程に基づく従業員への当社株式の給付に備える
ため、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づ
き計上しております。

退職給付引当金……………………………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退
職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度に
おいて発生していると認められる額を計上しております。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当
事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期間
定額基準によっております。
　また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による定額法によ
り、翌事業年度から費用処理することとしております。な
お、当事業年度末において認識すべき年金資産が、退職給
付債務から数理計算上の差異等を控除した額を超過する場
合には、前払年金費用として投資その他の資産に計上して
おります。

役員退職慰労引当金………………………………役員の退職慰労金の支払に充てるため、内規に基づく期末
要支給相当額を計上しております。

関係会社事業損失引当金…………………………関係会社の事業に伴う損失に備えるため、関係会社の財政
状態等を勘案し、当事業年度末における損失負担見込額を
計上しております。
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⑷　収益及び費用の計上基準
　当社では、主にソフトウェアの受託開発及びそれに付随する情報機器やライセンス等の販売、保守サービ
ス等の役務の提供を行っております。
　ソフトウェアの受託開発は、開発の進捗によって履行義務が充足されるため、履行義務が充足するにつれ
て一定の期間にわたり収益を認識する方法によっております。なお、ソフトウェアの受託開発の契約のう
ち、進捗部分について進捗度を合理的に見積ることができる契約については、見積総原価に対する当事業年
度末までの発生原価の割合によって算出した進捗度に基づき、一定の期間にわたり収益を認識しておりま
す。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、当該履行義務を充足する際に
発生する費用を回収することが見込まれる場合には、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることが
できる時まで、一定の期間にわたり充足される履行義務について原価回収基準により収益を認識しておりま
す。
　情報機器やライセンス等の販売は、原則、商品を顧客へ引き渡し検収した時点で履行義務が充足されるた
め、一時点で充足される履行義務と判断し収益を認識しております。
　保守サービス等の役務提供は、契約期間に対する役務提供の経過期間や提供したサービスの工数や作業時
間等に応じて履行義務が充足されるため、一定の期間にわたり収益を認識する方法によっております。

⑸　その他計算書類作成のための基本となる事項
　　退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれら
の会計処理の方法と異なっております。
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２．会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過
的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

３．表示方法の変更に関する注記
（貸借対照表）

前事業年度において区分掲記しておりました投資その他の資産の「保険積立金」及び「会員権等」は、当
事業年度において重要性が乏しいため、投資その他の資産の「その他」に含めて表示しております。なお、
前事業年度における「保険積立金」は33,839千円、「会員権等」は2,887千円であります。

４．会計上の見積りに関する注記
１．進捗度の見積りを伴い収益認識した金額

⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額
当事業年度末時点で総原価の見積りに基づく進捗度により認識した売上高　　　　417,515千円

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社は、進捗部分について進捗度を合理的に見積ることができる契約については、見積総原価に対する

当事業年度末までの発生原価の割合によって算出した進捗度に基づき、一定の期間にわたり収益を認識し
ております。

当該決算日における進捗度について、個別の契約ごとに信頼性をもった見積りを行うことが前提となっ
ておりますが、想定していなかった原価の発生等により当該見積りが変更された場合には、翌事業年度の
計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

２．繰延税金資産
⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産　　　　445,905千円
⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社は、繰延税金資産について、将来の利益計画に基づいた課税所得が十分に確保できることや、回収
可能性があると判断した将来減算一時差異について繰延税金資産を計上しております。繰延税金資産の回
収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、その見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じ、
課税所得が減少した場合、繰延税金資産が減額され税金費用が計上される可能性があります。
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建物………………………………………………………………………………… 3,238千円
土地………………………………………………………………………………… 411,476千円

計 414,715千円

短期借入金………………………………………………………………………… 510,000千円
１年内返済予定の長期借入金…………………………………………………… 163,500千円
長期借入金………………………………………………………………………… 501,100千円

計 1,174,600千円
⑵　有形固定資産の減価償却累計額…………………………………………………… 386,506千円

⑶　保証債務……………………………………………………………………………… 20,000千円

保 証 先 内 容 金 額

株 式 会 社 ノ イ マ ン 借 入 債 務 20,000千円

計 20,000千円

短期金銭債権……………………………………………………………………… 36,402千円
短期金銭債務……………………………………………………………………… 40,507千円

５．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務
　　担保に供している資産

　担保に係る債務

　次の関係会社について、金融機関からの借入等に対し債務保証を行っております。

⑷　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりです。（区分表示したものは除く）
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営業取引
売上高…………………………………………………………………………… 156,225千円
仕入高…………………………………………………………………………… 592,883千円
その他…………………………………………………………………………… 40,543千円

営業取引以外の取引高…………………………………………………………… 151,070千円

当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普 通 株 式 （ 注 ） 2,485,932 4,300,080 18,400 6,767,612

合 計 2,485,932 4,300,080 18,400 6,767,612

６．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

７．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加4,300,080株は、2025年６月25日の取締役会決議による増加
4,300,000株、単元未満株式の買取りによる増加80株であります。また、普通株式の自己株式の株式数
の減少18,400株は、株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）による給付によるものであります。なお、株式給付信
託（Ｊ-ＥＳＯＰ）が保有する当社株式119,600株は、上記自己株式に含めております。
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繰延税金資産
未払事業税 13,400千円
未払事業所税 3,042千円
退職給付引当金 458,633千円
役員退職慰労引当金 60,116千円
株式給付引当金 12,160千円
関係会社事業損失引当金 17,126千円
投資有価証券評価損 45,347千円
土地減損損失 28,738千円
関係会社株式評価損 245,862千円
ゴルフ会員権評価損 1,460千円
電話加入権減損損失 1,722千円
貸倒引当金 210,787千円
その他 18,097千円

繰延税金資産小計 1,116,498千円
評価性引当額 △552,237千円

繰延税金資産合計 564,260千円

繰延税金負債
新規事業開拓事業者投資損失準備金 △9,810千円
その他有価証券評価差額金 △108,544千円

繰延税金負債合計 △118,355千円
繰延税金資産（負債）の純額 445,905千円

法定実効税率 30.6％
（調整）
　交際費等永久に損金に算入されない項目 1.7%
　住民税均等割 0.5%
　評価性引当額 4.3%
　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △7.7%
　退職給付信託配当源泉所得税 △3.1％
　税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 △2.0%
　その他 0.4%
税効果会計適用後の法人税等負担率 24.8%

８．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

⑵　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の内訳
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種類 会社等の名称
議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社 ㈱エフ・エフ・ソル 所有
直接   97.0

役員の兼任
3人

資金の借入
（注）１ 50,000 関係会社

短期借入金 550,000

子会社 ㈱コアネクスト 所有
直接 100.0

役員の兼任
3人

資金の借入
（注）１ 50,000 関係会社

短期借入金 150,000

子会社 ㈱アスウェア 所有
直接 100.0

役員の兼任
3人

資金の借入
（注）１ 50,000 関係会社

短期借入金 250,000

子会社 ㈱Fleekdrive 所有
直接 100.0

役員の兼任
5人

資金の貸付
（注）1
（注）2

－ 関係会社
貸付金 600,000

⑶　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したこ

とに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになり
ました。

これに伴い、2027年１月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産
及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更し計算しております。

この変更により、当事業年度の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は12百万円
増加し、法人税等調整額が15百万円、その他有価証券評価差額金が3百万円、それぞれ減少しております。

９．関連当事者との取引に関する注記
　子会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．資金の借入および貸付については、市場金利を勘定し利率を合理的に決定しております

２．当該関係会社貸付金に対し、600,000千円の貸倒引当金を設定しております。

10．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

当社の主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は、「１．重要な会計方針
に係る事項に関する注記　⑷収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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⑴　１株当たり純資産額…………………………………………………………………… 167円10銭
⑵　１株当たり当期純利益………………………………………………………………… 20円74銭

当 期 純 利 益（千円） 459,644

普 通 株 主 に 帰 属 し な い 金 額（千円） －

普 通 株 式 に 係 る 当 期 純 利 益（千円） 459,644

普 通 株 式 の 期 中 平 均 株 式 数（株） 22,166,416

11．１株当たり情報に関する注記

　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数については、株式給付信託（J-
ESOP）制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式を控除対
象の自己株式に含めて算定しております。なお、当該自己株式の期中平均株式数は126,758株でありま
す。

12．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

13．その他の注記
該当事項はありません。
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